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 第 4 四半期の業績予想について、トップラインは好調だが、営業利益は厳しい想定に

見える。費用はどのようなものを見込んでいるか。 
 
 トップラインは広告市場の回復を順調に取り込んでいることに加えて、BPO 業務の影響
もあり、4Qも堅調に推移すると想定している。一方で、販管費は前年同期を 3割上回るが、
その一因として戦略費を計画通り積極的に投下する。今期準備してきたデジタル基盤整備、
採用したデジタル人材の人件費が増加する。また、業績好調によるインセンティブも今まで
の四半期と比較しても増加要因となる。 
 
 
 中計の数字について、広告市場やトップラインの前提と費用投下の見込みを教えてほ

しい。 
 
国内の広告市場は年率で 5%以上の伸びを想定している。種目別には、インターネットメ

ディアは年率 2 桁以上の成長、テレビ横ばい程度で推移すると想定する。それを踏まえて、
売上総利益は 20 年度をベースとして年平均 7%程度の成長を計画している。 
 費用面に関して、今年度は期初に 100 億円の戦略費の投下を発表したが、次の 2 年間で
はさらに追加で 100 億円以上の戦略費の投下する計画。戦略費の投下を抑えれば OM 率
20%も見込めるが、環境変化に対応した事業構造改革や人員の増強などに戦略費を投下す
るべきタイミングと考えている。本中計終了後の次の中計については、投資を回収する計画
にしなければいけないと考えている。 
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 中計期間中の株主還元の考え方について教えてほしい。 
 
 基本的には従来の安定配当方針を変える計画はないが、資金需要や業績動向を勘案しつ
つ総合的に判断していく。 
 
 
 22 年度の国内広告市場の伸びを何%程度と考えているか。メディア別や業種別に教え

てほしい。 
 
国内経済は個人消費の回復、半導体の供給の回復、政府の経済対策、21 年度に見込まれ

ていた景気回復の後ろ倒しなどにより、名目 GDP で 3.5%程度の成長を想定している。そ
のような国内経済の回復を背景に、国内の広告市場もプラス成長が継続し、19 年度と同水
準へと回復することを見込む。種目別では、インターネットメディアは 21 年度から 10%を
超える成長、テレビは 21 年度の回復が大きかったこともあり 22 年度は横ばい、回復の遅
れていた雑誌は二桁以上の伸びとなることを想定している。 
 
 
 中計期間での先行投資の結果として、業界内でどのようなポジションをとることを狙

っているか。他社含めて業界が変化し続けている中で、本中計期間で先行投資が終わり
回収のフェーズに入れると想定しているか。 

 
“生活者データ・ドリブン”フルファネルマーケティングの実践への提供サービスの変革、

横串機能の強化、人的投資、新会社の設立などを通して、クリエイティビティとテクノロジ
ーをもって得意先のマーケティングとイノベーションへ対応のパートナーとして NO1 の
ポジションとなることを目指す。 
本中計期間で構築する基盤をもとに利益を回収しつつも、テクノロジーやデジタルの世

界は変化が激しいため、新たな投資は継続的に必要になると考えている。 
 
 フルファネルマーケティングや AaaSなどのソリューションの提供により、クライアン

トとの契約形態はどのように変わっていくと考えているか。 
 
従来は広告枠の受発注の関係だったが、メディアが常時接続型・運用型への変化し、オウ

ンドメディアや EC 関連の業務も行うようになってきており、フィー契約、レベニューシェ
アなど多岐にわたった取引を想定している。従来の広告会社の領域を超えてマーケティン
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グやソリューション全般で得意先と取引を行い成長していこうと考えている。 
以 上 


